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1. はじめに

岩手大学三陸復興推進機構水圏環境調査班では，平成23（2011）年東北地方太平洋沖地震
（以下，地震）とそれにともなう津波で被災した三陸沿岸において，集水域から河口・沿岸域を
一体的に調査し，陸域から海域に運ばれるさまざまな化学物質を通して，沿岸・河口域生態系
がどのように支えられ，水産資源とどう関係しているかを明らかにすることを目的としている。

陸上から河川を通じて海の生態系に及ぼす影響のひとつとして，陸上で生産された有機物の
海域への供給が挙げられる。陸上から海への定量的な有機物供給量を求めることは難しいが，
定性的な評価については，環境中の炭素・窒素安定同位体比（δ13C・δ15N）を用いて推定す
ることができる（永田・宮島 2008：富永・高井 2008）。河口・沿岸域におけるδ13C・δ15Nの
分布は，陸上で生産された（異地性：allochthonous）有機物と，海で生産された（現地性：
autochthonous）有機物の寄与の割合によって変動する。一般に，沿岸域の堆積有機物のδ13C
とδ15Nは，陸上起源の有機物の含有量が多いほど値が低く，海起源の有機物の含有量が多い
ほど高い傾向にある（高井 2005）。このことからδ13Cは，沿岸生態系における陸上起源の有
機物の寄与を推定するための指標として用いられている（Wada et al. 1990：富永・高井 2008：
坂巻 2011）。一方で，δ15Nについては微生物による硝化・脱窒によって値が変化する（永田・
宮島 2008）。さらに農耕地への施肥，下水や畜産排水等の人為的な活動によりδ15Nの値が上
昇することから，窒素負荷の傾向を把握することができる（永田・宮島 2008）。また，生物体
内のδ13Cは，食物連鎖を通じて栄養段階が上昇しても値はほとんど変化しない，その生物の
炭素源となっている一次生産者を推定できる（富永・高井 2008）。一方でδ15Nは，餌と生物
の間で約3.4±1.1‰の差があることに基づき，生物の餌資源の推定や食物連鎖における栄養段
階の推定が行われている（土居ほか 2016）。

本研究では三陸沿岸・河口域のモデル地域として，岩手県沿岸の中央部に位置する山田湾の
織笠川を選定し，沿岸の水環境と土壌環境の特性を明らかにした。さらに炭素・窒素安定同位
体比を用いて，陸上由来と海由来の有機物，およびそれらが混在する河口域の底生生物を対象
に分析を行い，河口域の有機物の動態について概観を行った。
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2. 方法

調査地の概要
織笠川は流路延長10.3 km，流域面積45.2 km2の二級河川である（堺ほか 1991）。織笠川の河

口干潟は，環境省が実施した全国の干潟157か所の自然環境保全基礎調査の干潟に選定されて
おり，陸中リアス海岸の湾奥干潟群を代表する干潟のひとつである（環境省自然環境局
2007）。織笠川の河口は県内有数の潮干狩り場で，春に「アサリまつり」というイベントが開
催されていたが，東北地方太平洋沖地震にともなう津波および地盤沈下により干潟面積が減少
し（環境省自然環境局 2013），地震の後は「アサリまつり」が中止されている（木下 2016）。
織笠川の河口域に位置する山田湾は最大水深が90 ｍ，湾内の海水交換能力の指標である閉鎖
度指数が1.43と高いことが報告されている（柳川・堺 2014）。

試料の採集
試料の採集は岩手県山田町にある織笠川の河

川 （ 39°26’N, 141°56’E） と 河 口 域 （ 39°26’N,
141°57’E），外洋から織笠川の河口域に流入す
る海水の指標として大浦（39°27’N，142°00’E）
で行った（図1）。試料の採集は底生生物のみ
2015年9月，その他は2015年6月〜9月に毎月1回
実施した。水試料の採集時には，それぞれの調
査域において水温と塩分を測定した。

河川水および海水中の粒子状有機物
（Particulate organic matter: POM）の安定同
位体比用試料とクロロフィルa量（Chl a量）
の分析用試料の採集と前処理

河川と大浦では1地点，河口域は3地点におい
て，安定同位体比分析用の試料として水を3
L×1本ずつ，水中の一次生産者の現存量の指
標としてChl a量を測定するための試料として1
L×3本ずつを採集し，暗冷蔵で実験室内へ持ち帰った。試料は実験室内にて，目合い125μm
のふるいで前濾過した上で，あらかじめ500℃で2時間の加熱処理をしたグラスファイバーフィ
ルター（Glass fiber filter: GFF）で濾過した。安定同位体比分析用のフィルターは−20℃で凍
結させた後に，凍結乾燥機（ヤマト科学株式会社製フリーズドライヤDC401）にて乾燥させ
た。凍結乾燥させたGFFは無機炭素を除去するために，濃塩酸が入ったデシケータ内にて約4
時間曝露させた。その後，GFFをデシケータから取り出し，塩酸を除去するために50℃の
ホットプレートに一晩乗せて乾燥させた後，再び凍結乾燥を行った。試料は安定同位体比の
分析までの間は，シリカゲルを入れたデシケータ内で保存した（以下，安定同位体比の試料の
保管にはすべて同じデシケータを用いた）。Chl a量用のGFFは，4 mlのジメチルホルムアミド

（N, N -dimethylformamide：DMF）が入った10 mlチューブに入れ，−20℃下で抽出した。

図1　調査地図.
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河口域の堆積物の粒度組成ならびに安定同位体比分析用試料の採集
河口域の3地点（図1 Stn A〜C）において，直径5 cmのコアを用いて堆積物を深さ5 cmまで

4回採取した。堆積物は1試料ごとに個別の容器に入れ，暗冷条件で実験室内に持ち帰り，分析
を行うまで−20℃で保管した。粒度組成は各調査地点で毎月1試料ずつ，堆積物中の粒状有機
物（Sediment organic matter：SOM）は各地点で毎月3試料ずつを分析した。粒度分析用の試
料は，過酸化水素水を加え有機物を分解した後，湿式ふるいわけ法を用いて粒径を7段階（2
mm以上，2〜1 mm，1 mm〜500μm，500〜250μm，250〜125μm，125〜63μm，63μm以
下）に分画し，あらかじめ秤量した濾紙の上にふるいわけ，乾燥重量を測定して粒度組成を重
量比で算出した。

安定同位体比分析用のSOMを抽出するために，堆積物試料から約10 gを秤量し，これに濾
過海水100 mlを入れてよく攪拌し，上澄みを目合い125μmのふるいで前濾過したものをGFF
で濾過した。GFFのその後の処理はPOMの分析に準じた。

河口域の堆積物表層におけるChl a量の前処理
河口域の底生微細藻類の現存量の指標であるChl a量を測定するために，底質に礫の割合が

高いStn Aを除いたStn BとCにおいて，先端を切った50 mlおよび5 mlシリンジ（内径2.9 cmお
よび1.3 cm）を用いて，各地点の堆積物を深さ1 cmまで3回採取した。堆積物はあらかじめ秤
量した容器に入れ，暗冷蔵で実験室内に持ち帰り，湿重量を測定した後に凍結乾燥を行った。
24時間後，堆積物の乾燥重量を容器ごと測定した後，乾燥させた堆積物から0.2〜0.3 gを正確
に秤量し，5 mlのDMFが入った10 mlチューブに入れて−20℃下で抽出した。

Chl a量の測定
Chl aを抽出した溶液は室温に戻した後，ミキサーで30秒攪拌した後に遠心分離器（トミー

精工株式会社製MX-300）を用いて3,000 gで10分間遠心分離を行い，その上澄み液を分光光度
計（ジャスコインターナショナル社製V-530）にて波長646. 8nm，663.8 nmおよび750 nmの吸
光度を測定した。Chl a量はPorra et al.（1989）に基づいて計算し，水中のChl a量はmg/L，
堆積物はμg/cm2に換算した。Chl a量については，調査期間と地点間変動の相互作用を調べ
るために二元配置分散分析を用いた。それぞれの水準間に相互作用が認められない場合は，さ
らに水準間ごとにTukey-Kramer法を用いて多重比較を行った。

海藻，海草類
織笠川の河口域に優占するアマモ，マコンブ，アオサ類を採集した。アマモとマコンブは各

3試料ずつ，アオサ類は2試料ずつをそれぞれ採集し，冷蔵して実験室内に持ち帰った。ただ
し，マコンブとアオサ類は9月には消失していたため，8月までの試料を分析した。採集した試
料は実験室に持ち帰り，試料の表面をブラシで十分にこすりながら濾過海水で洗い出し，その
後に蒸留水で十分にすすぎ，根（地下茎および仮根を含む）を除去した。試料は−20℃で凍結
させた後に，凍結乾燥させてから粉末化し，再び凍結乾燥させてデシケータ内にて保管した。

落葉
陸上から海へと供給される有機物として，織笠川の河口域の浜辺に打ち上げられていた落葉

を毎月1回採取した。試料は60℃のオーブンで乾燥させた後に粉末化し，凍結乾燥させてデシ
ケータ内にて保管した。
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底生生物
織笠川の河口域に生息する主要な底生生物を2015年9月に採取し，実験室内に持ち帰った。

底生生物は濾過海水にて数日間飼育した後に解剖し，試料として主に筋肉を取り出した。試料
は凍結乾燥した後に粉末化し，その後はFolch et al.（1957）に準じてクロロホルム−メタノー
ル（2 : 1）で脱脂処理を行った。脱脂処理をした試料は再び凍結乾燥させた後に，分析までデ
シケータ内で保管した。

炭素・窒素安定同位体比の測定
炭素・窒素安定同位体比の測定は，岩手大学人文社会科学部内にある元素分析計

（Elementar社製vario MICRO cube）およびこれに接続した同位体比質量分析計（IsoPrime 社
製IsoPrime 100）を用いた。炭素・窒素安定同位体比（δ13C値・δ15N値）は次式により，標
準試料からの相対千分率で示した。

δ13C・δ15N = [（Rsample /Rstandard）−1] × 1000（‰）

Rsample は試料の 13C/12C または 15N/14N，Rstandard は標準物質の 13C/12C または 15N/14Nを示す。
標準物質として，炭素は化石炭酸塩鉱物Vienna Pee-Dee Belemnite（VPDB），窒素は大気中
の窒素を用いた。二次標準物質として，L-Alanine，L-HistidineおよびGlycine（SIサイエンス
社製）を用いた。

分析結果のうち，POMとSOMについては，調査地点と調査期間の変動とこれらの相互作用
を調べるために二元配置分散分析を行い，それぞれの水準間に有意差があり，相互作用の有意
差が認められない場合は，水準間ごとにTukey-Kramer法を用いて多重比較を行った。アマモ
と落葉については調査期間の変動を調べるために一元配置分散分析を行い，有意差が認められ
た場合はTukey-Kramer法を用いて多重比較を行った。マコンブとアオサは標本数が少ないた
め，統計解析を行わなかった。底生生物を含む全ての安定同位体比の結果を基に炭素─窒素安
定同位体比マップを作成し，餌資源について検討を行った。底生生物の安定同位体比は，種類
毎の試料数が異なるために統計解析を行わないが，食性を奥谷（2000），Takada（2001），今
島（2007），佐々木（2010），風呂田ほか（2016）を元に区別して，食性ごとの安定同位体比に
ついて検討した。

3. 結果

調査時の水温と塩分
水温は12.1〜25.4℃の範囲であった（表1）。河川の水温（12.1〜15.8℃）は，河口域（17.2〜

23.7℃）や大浦（17.2〜25.4℃）よりも常に低かった。塩分は，河川では調査期間を通じて0，
河口域は15〜28，大浦は30〜34の範囲であった。

水中と河口域の堆積物のChl a量
水中のChl a量は，河川と大浦ではいずれも1μg/L未満で，河口域の3つの地点では0.4〜1.9

μg/Lの範囲であった（図2）。調査期間と調査地点，および相互作用を比較したところ，いず
れも有意差が認められた（地点間 F（4, 40）=9.73, P < 0.01；調査期間 F（3, 40）=12.77, P <
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0.01；相互作用F（12, 40）=2.30, P < 0.05）。
堆積物中のChl a量はStn Bで1.1〜4.7μg/cm2，Stn Cでは1.5〜9.6μg/cm2の範囲であった

（図3）。調査期間と調査地点，および相互作用を比較したところ，いずれも有意差が認められ
た（地点間 F（1, 32）=25.07, P < 0.01；調査期間 F（3, 32）=3.92, P < 0.05；相互作用F（3,
32）=16.05, P < 0.01）。
粒度組成

織笠川の河口域の粒度組成は砂（粒径2 mm〜63μm）と礫（2 mm以上）の割合が高かった

6月 7月 8月 9月
水温（℃） 河　川 12.4 12.1 13.7 15.8

河口域 18.4 17.2 23.7 19.8
大　浦 17.2 17.9 25.4 21.5

塩分 河　川 0 0 0 0
河口域 18 28 15 20
大　浦 34 32 30 33

表1　織笠川（河川）とその河口域，大浦の水温と塩分.
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図2　織笠川（河川）とその河口域，大浦の水中のクロロフィルa量.
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図3　織笠川の河口域における堆積物中のクロロフィルa量.
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が，粒度の割合は地点によって異なった（図4）。Stn Aは礫の割合が高く（平均58.7%），Stn
Bの礫の割合はStn Aに次いで高い（平均52.1%）が砂の割合も高く（平均45.9%），Stn Cは砂
の割合が高かった（平均81.6%）。

炭素・窒素安定同位体比
水中の粒子状有機物（POM）の値は河川のδ13Cで−30.4〜−23.3‰，δ15Nは2.6〜5.0‰，河

口域のδ13Cは−26.5〜−21.5‰，δ15Nは1.1〜5.9‰，大浦のδ13Cは−23.7〜−21.0‰，δ15Nは
3.9〜5.9‰であった（表2〜3）。地点間および調査期間を比較した結果，調査地点はδ13Cのみ，
調査期間はδ13C・δ15Nともに有意差が認められた（δ13Cの地点間 F（4, 12）= 3.33, P < 0.05；
調査期間 F（3, 12）= 4.06, P < 0.05；δ15Nの地点間 F（4, 12）= 1.91, P = 0.17；調査期間 F

（3, 12）= 7.98, P < 0.01）。多重比較の結果は，δ13Cの地点間では河川と大浦で，調査期間では
7月と9月に有意差が認められ（ともにP < 0.05），δ15Nの調査期間では6月と8月，7月と9月

（ともにP < 0.05），8月と9月で有意差が認められた（P < 0.01）。
河口域の堆積物中（SOM）の値はδ13Cで−26.1〜−23.5‰，δ15Nは2.9〜6.0‰であった。地

点間および調査期間を比較した結果，δ13Cは相互作用を含む全ての要因で有意差が認められ
（地点間 F（2,24）= 4.49, P < 0.05；調査期間 F（3, 24）= 7.96, P < 0.01；相互作用F（6, 24）=
2.58, P < 0.05），δ15Nは対照的に全ての要因で有意差が認められなかった（地点間 F（2, 24）=
1.56, P = 0.23；調査期間 F（3, 24）= 0.50, P = 0.68；相互作用F（6, 24）= 0.49, P = 0.81）。

海藻・海草の値は，マコンブのδ13Cで−20.1〜−13.9‰，δ15Nは4.9〜5.5‰，アオサのδ13C
は−19.6〜−18.0‰，δ15Nは4.2〜6.4‰，アマモのδ13Cは−11.0〜−8.2‰，δ15Nは4.2〜7.7‰で
あった。アマモについて調査期間を比較した結果，δ15Nのみ有意差が認められ（δ13C F（3,
8）=1.04, P = 0.43；δ15N F（3, 8）=5.43, P < 0.05），δ15Nをさらに多重比較を実施した結果，
6月と9月の間に有意差が認められた（P < 0.05）。落葉の値は，δ13Cで−31.0〜−29.3‰，δ15N
は−1.3〜1.9‰であった。調査期間を比較した結果，δ13C・δ15Nのいずれも有意差が認めら
れた（δ13C F（3, 8）= 20.83, P < 0.01；δ15N F（3, 8）= 119.3, P < 0.01）。調査期間の多重比
較の結果，δ13Cでは6月と7月，6月と9月，7月と8月（ともにP < 0.01），8月と9月に有意差が
認められた（P < 0.05）。δ15Nでは6月と7月，6月と8月，7月と9月，8月と9月（いずれもP <
0.01），7月と8月に有意差が認められた（P < 0.05）。

底生生物の値は，δ13Cで−24.1〜−12.6‰，δ15Nは7.9〜12.8‰の範囲であった（表4）。底生
生物の食性ごとに区分すると，濾過食者（アサリ，ムラサキイガイ，マガキ）の平均値は，
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表2　水中の粒子状有機物（POM），堆積物中の有機物（SOM），海藻・海草類，落葉の炭素安定同位体比

表3　水中の粒子状有機物（POM），堆積物中の有機物（SOM），海藻・海草類，落葉の窒素安定同位体比
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δ13Cで−18.6〜−18.1‰，δ15Nは8.3〜9.7‰，藻類食者（コシダカガンガラ，イシダタミ，タ
マキビ）の平均値は，δ13Cで−17.5〜−14.4‰，δ15Nは8.6〜9.0‰，堆積物食者は1種のみ（ホ
ソウミニナ）で，平均値はδ13Cで−17.2‰，δ15Nは9.1‰，（腐）肉食者（サキグロタマツメ
タ，ムシロガイ，チロリ）の平均値は，δ13Cで−18.6〜−13.8‰，δ15Nは9.3〜12.8‰であった

（図5）。

4. 考察

水中と堆積物中のChl. a量および粒度組成
水中のChl a量は植物プランクトンの，堆積物中のChl a量は底生微細藻類の現存量の指標で

あり，これらは環境要因（光，温度，栄養塩，捕食等）によって変動する。東北地方太平洋岸
におけるChl a量の知見は，大槌湾の2.7〜3.9μg/L（Fukuda et al. 2007），宮城県の蒲生潟と
井戸浦ではそれぞれ3.4〜111μg/L，2.3〜13.3μg/Lと報告されている（Kanaya et al. 2008）。
織笠川の河口域と大浦の値は，これらに比べて低い傾向にあった。また堆積物中のChl a量に
ついては，宮城県の蒲生潟と井戸浦でそれぞれ20.2〜46.3μg/cm2，1.0〜2.4μg/cm2 と報告さ
れている（Kanaya et al. 2008）。本研究の値は蒲生潟より低いが，井戸浦よりは高い。蒲生潟
は養魚池からの排水によって海水中の栄養塩が高く，堆積物のChl a量は水中からのChl a沈降
量とよく対応していたことから，堆積物中の高いChl a量は，海水起源であると示唆されてい
る（金谷・菊地 2011）。したがって，織笠川の河口域の堆積物中の一次生産は，著しく低い傾
向ではないと考えられる。

織笠川の河口域の堆積物は，主に砂と礫で構成されていた。岩手県の主要な干潟は砂や礫の
底質が多いが（Kinoshita & Matsumasa 2016），地震前の織笠川の河口の底質は，1980年代は
礫底だけでなく泥質域が広がっており（向井 1995），2002年の調査においても，砂泥底に生息
するアナジャコ類が優占種であったことが報告されている（環境省自然環境局 2007）。した
がって，地震にともない底質が変化した可能性はあるが，織笠川の河口はこれらの報告以降
に河口堰の建設が進められたため，その影響を排除できない（環境省自然環境局 2013）。

Omphalius rusticus 
Monodonta labio 
Batillaria attramentaria
Littorina brevicula
Laguncula pulchella
Niotha livescens
Mytilus galloprovincialis 
Crassostrea gigas 
Ruditapes philippinarum

Glycera nicobarica 

表4　底生生物の炭素・窒素安定同位体比
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炭素・窒素安定同位体比
日本沿岸域で測定された海水中のPOMの同位体比は概ねδ13C値は−23.8〜−8.9‰，δ15N値

は6〜9‰の範囲であると報告されている（金谷 2010）。また，東北地方太平洋沿岸で測定され
た沿岸の堆積物中のSOMの同位体比は，δ13C値は−23.8〜−18.9‰，δ15N値は6〜9‰の範囲
であった（和田ほか 1984：金谷 2010）。本研究の大浦のPOMと，織笠川の河口のPOMとSOM
はいずれの値も低い傾向にあった。高井（2005）は，大阪湾奥部のPOMやSOMのδ13C・
δ15Nの値が低いことについては，大量の河川水が湾内に流入するために陸成有機物が流入・
堆積している可能性を指摘している。織笠川の河川は小規模であるが，豪雨などにより突発的
に河川が増水すること（向井 1995），山田湾の閉鎖度指数が高いことから（柳川・堺 2014），
陸成有機物の流入・堆積が沿岸域の同位体比の低下に影響を及ぼしている可能性がある。

植物の炭素安定同位体比は種類毎に異なり，植物プランクトンは−24〜−18‰，底生微細藻
類は−20〜−10‰，海藻類は−27〜−8‰，海草類は−15〜−3‰，また落葉は−29〜−27‰の
範囲であると報告されている（和田 1986：櫻井ほか 2007：富永・高井 2008：伊藤ほか 2009：
片山ほか 2013）。これらの一次生産者のδ13C値は時間的・空間的に大きく変動することは知
られており（富永・高井 2008），落葉については微生物による分解などにより同位体比が変化
する可能性が指摘されている（Hall & Meyer 1998）。本研究においては，測定できなかった植
物プランクトンと底生微細藻類の値を除けば，概ね既報の範囲であった。

底生生物のδ13Cは大浦のPOMに近いことから，底生生物群集の食物連鎖の起点は海由来の
有機物であることが示唆された。ただし，本研究で分析した底生生物はいずれも代表的な種で
あった。陸上起源の有機物が沿岸生態系への寄与を明らかにするためには，より多くの底生生
物を対象にした調査が必要である。

5. おわりに

本研究で用いた安定同位体比分析装置は，硫黄安定同位体比δ34Sの測定も可能である。
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δ34Sは，δ13Cやδ15Nとともに食物源を解明するための有用な手法として知られているが，東
北地方の沿岸域での研究例（伊藤・掛川 2008：Yamanaka et al. 2013など）は多くない。本研
究では試料数が不足していたためδ34Sの解析を行わなかったが，分析項目を増やすことによ
り河口・沿岸域の水環境をより詳細に明らかにできる。

なお，織笠川とその海岸線では災害復旧工事と水門建設が行われており，後背地の環境が変
化することから，河口域の環境に影響を及ぼす可能性がある。これらの影響を明らかにするた
めにも長期的な環境モニタリングを行う必要がある。
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